
 

 

宮城県原子力立地給付金交付事業補助金交付要綱 

 
（趣旨） 

第１ 県は、原子力発電施設等の周辺地域の振興及び福祉の向上を図り、原子力発電所の

設置の円滑化に資するため知事が別に定める公募要領により応募した者の中から選定さ

れた者（以下「補助事業者」という。）が行う原子力立地給付金交付事業に要する経費に

ついて、予算の範囲内で、宮城県原子力立地給付金交付事業補助金（以下「補助金」と

いう。）を交付するものとし、その交付等に関しては、補助金等交付規則（昭和５１年宮

城県規則第３６号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱に定めるとこ

ろによる。 

 

（定義） 

第２ この要綱において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるとこ

ろによる。 

(1) 「対象市町村」とは、事業所（原子力発電施設等の設置の用に供される一の団地を

いう。）をその所管区域に含む市町村及び当該市町村に隣接する市町村（女川町及び

石巻市（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第７条に定める廃置分合前（以下

「合併前」という。）の石巻市、河北町、雄勝町及び牡鹿町の区域に限る。）をいう。）

をいう。 

(2) 「原子力立地給付金交付事業」とは、対象市町村において小売電気事業者等（電気

事業法（昭和３９年法律第１７０号）第２条第１項第３号に規定する小売電気事業

者、同項第９号に規定する一般送配電事業者又は同法第２７条の１９第１項に規定

する登録特定送配電事業者をいう。以下同じ。）から電気の供給を受けているものに

対する給付金（以下「原子力立地給付金」という。）の交付をいう。 

 

（補助の対象） 

第３ 補助の対象となる経費は、補助事業者が電源立地地域対策交付金交付規則（平成 

２８年４月１日文部科学省・経済産業省告示第２号。以下「国の交付規則」という。）第

３条第１項第１０号または第１１号措置のいずれかの措置により原子力立地給付金交付

事業を行う場合における当該事業に要する経費であって、その額は国から県に交付され

る交付金の額の範囲内において知事が定める額とする。 

 

（交付限度額） 

第４ 国の交付規則第３条第１項第１０号の措置である場合の知事が補助することのでき

る一の市町村に係る交付限度額は、別表１の左欄に掲げる対象市町村の区分に応じ、そ

れぞれの同表の右欄に掲げる算式により算定して得た金額に１２を乗じて得た金額と当

該金額の３．５％に当たる金額との合計額とする。 

２ 国の交付規則第３条第１項第１１号の措置である場合の知事が補助することのでき

る一の市町村に係る交付限度額は、別表２の左欄に掲げる対象市町村の区分に応じ、そ

れぞれの同表の右欄に掲げる算式により算定して得た金額に１２を乗じて得た金額と

する。 

   

（交付の申請） 

第５ 規則第３条第１項の規定による交付の申請は、別記様式第１号による交付申請書に

様式第２号による事業計画書を添え、４月１日から５月１０日までに提出するものとし、

追加の交付申請がある場合は１０月１日から１０月１０日まで（知事が特に必要と認め

る場合には、別に知事が定める期日）に知事に提出するものとする。 

２ 申請者は、前項の申請をするに当たって、当該補助金に係る消費税及び地方消費税に

係る仕入控除税額（補助金の対象とされた経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額



 

 

のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）の規定により仕入れに係る消費税額と

して控除できる部分の金額及び当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規

定による地方消費税の税率を乗じて得た金額の合計額に補助率を乗じて得た金額をい

う。以下同じ。）を減額して交付の申請をしなければならない。ただし、申請時におい

て当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が明らかでないものについては、この

限りでない。 

 

（交付決定） 

第６ 知事は、第５第１項の規定による申請書の提出があったときは、その内容を審査し、

補助金を交付すべきものと認めたときは、速やかにその決定の内容及びこれに付した条

件を記載した補助金交付決定通知書により補助事業者に通知するものとする。 

２ 知事は、前項の規定による交付の決定を行うに当たっては、第５第２項に定める補助

金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額について減額して交付申請がなされ

たものについては、これを審査し、適当と認めたときは、当該消費税及び地方消費税に

係る仕入控除税額を減額するものとする。 

３ 知事は、第５第２項ただし書による交付の申請がなされたものについては、補助金に

係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額について、補助金の額の確定において必

要な減額を行うこととし、その旨の条件を付して交付決定を行うものとする。 

 

（交付の条件） 

第７ 規則第５条の規定により付する条件は、次のとおりとする。 

(1) 第６第１項の規定による通知を受けた事業（以下「補助事業」という。）の内容の

変更又は補助事業に要する経費の配分の変更（補助の対象となる経費の各費目又は

各費目の内訳に係る配分額のいずれか低い額の１５％以内の範囲内で流用を行おう

とする場合を除く。）をする場合においては、別記様式第３号により知事の承認を受

けること。 

(2) 補助事業を行うため、契約を締結する場合においては、地方自治法第２３４条の規

定によること。 

(3) 補助事業を中止し、又は廃止する場合においては、別記様式第４号により知事の承

認を受けること。 

(4) 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場

合においては、速やかに知事に報告してその指示を受けること。 

 

（状況報告） 

第８ 規則第１０条の規定により知事が特に必要と認めて要求したときは、補助事業

実施状況について知事が要求する期日までに報告しなければならない。 

 

（実績報告） 

第９ 規則第１２条第１項の規定による補助事業実績報告書の様式は別記様式第５号によ

るものとし、その提出期限は、規則第１２条第２項のただし書の規定を適用し、知事が

別に定める日とする。 

２ 前項の実績報告を行うに当たって、補助金に係る消費税及び地方消費税仕入控除

税額が明らかな場合には、当該消費税及び地方消費税控除税額を減額して報告しな

ければならない。 

 

（額の確定） 

第10 知事は、第９第１項の規定による実績報告書を受理し、その内容の審査、必要

に応じて行う現地調査等により、その報告に係る補助事業の成果が補助金の交付の

決定の内容及びこれに付された条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金



 

 

の額を確定して補助事業者に通知するものとする。 

 

（補助金の交付方法） 

第 11 補助金は、規則第１３条に規定する補助金の額の確定後に交付するものとする。た

だし、必要と認められる場合には、補助金の全部又は一部について概算払をすることが

できるものとする。 

２ 前項の規定により、補助金の交付を受けようとするときは、別記様式第６号による支

払請求書を知事に提出しなければならない。 

 

（消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還） 

第12 補助事業者は、補助事業完了後に消費税及び地方消費税の申告により補助金に

係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合には、速やかに知事

に報告しなければならない。  

２ 知事は、前項の報告があった場合には、当該消費税及び地方消費税に係る仕入控

除税額の全部又は一部の返還を命ずる。 

３ 前項の補助金の返還期限は、前項の規定による命令のなされた日から１５日以内

とし、期限内に納付がない場合は、未納に係る金額に対して、その未納に係る期間

に応じて年利１０．９５％の割合で計算した延滞金を徴するものとする。 

 

（交付決定の取り消し） 

第 13 知事は、次の各号の一に該当するときは、第６の規定による決定の全部又は一部を

取り消ことができる。 

  (1) 補助事業者が第７に定める条件に違反した場合 

  (2) 補助事業者が補助金を補助事業以外の用途に使用した場合 

  (3) 補助事業者が第８、９又は第１４の定めに違反した場合 

  (4) 前３号に掲げる場合のほか、補助事業者が補助金の交付の決定の内容その他法令又

はこれに基づく知事の処分に違反した場合 

 

（処分の制限を受ける財産） 

第 14 補助事業者は、補助事業により取得した不動産、設備その他の財産（取得価格及び

効用の増加価格の単価が５０万円未満のものを除く。）を補助金の交付の目的に反して使

用し、譲り渡し、交換し、貸し付け又は担保に供しようとするときは、知事の承認を受

けなければならない。ただし、「補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産の処

分制限期間（令和５年４月２６日経済産業省告示第６４号）」に定める財産の処分制限期

間を経過した場合は、この限りでない。 

 

（補助金調書） 

第 15 補助事業者は、当該補助事業に係る歳出の予算書及び決算書における計上科目及び

科目別計上金額を明らかにするために別記様式第７号による補助金調書を作成しておか

なければならない。 

 

（書類の提出） 

第 16 この要綱により知事に提出する書類の提出部数は、１部とする。 

２ この要綱により知事に提出する書類の提出方法は、電子情報処理組織を用いて電磁的

記録により行うことができる。 

 

 

 

別表１ 



 

 

対象市町村の区分 算    式 

女川町、石巻市（合併前の牡鹿町の区域） （Ａ×７５０円）＋（Ｂ×３７５円） 

石巻市（合併前の石巻市、河北町及び雄勝町の区域） （Ａ×３７５円）＋（Ｂ×１８７円） 

  

（備考） 

１ Ａは、原子力立地給付金の交付の対象となる当該市町村の区域内の毎年１０月１日

（以下「基準日」という。）の電灯需要家（小売電気事業者等から電灯需要に充てるた

め電気の供給を受けている者であって、知事が認めるものをいう。以下同じ。）の数（た

だし、契約使用期間を有する契約種別により小売電気事業者等から電気の供給を受け

ている原子力立地給付金の交付対象者にあっては、基準日の属する月の前１２月分に

おいて、原子力立地給付金の交付対象者の各月分の検針日の前日に電気を使用した月

を１の単位として表した数に１２分の１を乗じて得た数とする。） 

２ Ｂは、原子力立地給付金の交付の対象となる当該市町村の区域内の基準日の電力需

要家（小売電気事業者等から電力需要に充てるため電気の供給を受けている者であっ

て、知事が認めるものをいう。）の契約電力をキロワットを単位として表した数（ただ

し、契約使用期間を有する契約種別により小売電気事業者等から電気の供給を受けて

いる原子力立地給付金の交付対象者にあっては、契約電力をキロワットを単位として

表した数に、基準日の属する月の前１２月分において、原子力立地給付金の交付対象

者の各月分の検針日の前日に電気を使用した月を１の単位として表した数及び１２分

の１を乗じて得た数）の合計数とする。 

 

別表２ 

対象市町村の区分 算    式 

女川町、石巻市（合併前の牡鹿町の区域） （Ｃ×７５０円）＋（Ｄ×３７５円） 

石巻市（合併前の石巻市、河北町及び雄勝町の区域） （Ｃ×３７５円）＋（Ｄ×１８７円） 

 

（備考） 

１ Ｃは、交付年度の前会計年度の１０月１日における当該市町村の区域内の電灯需要

家の数とする。 

２ Ｄは、交付年度の前会計年度の１０月１日における当該市町村の区域内の電力需要

家の契約電力をキロワットを単位として表した数の合計数とする。 

 

 

附 則 

この要綱は、昭和５６年１０月１５日から施行し、昭和５６年度予算に係る補助金に適

用する。 

 

附 則 

１ この要綱は、昭和５７年４月２６日から施行し、昭和５７年度予算に係る補助金に適

用する。 

２ この要綱は、次年度以降の各年度において、当該補助金に係る予算が成立した場合に、

当該補助金にも適用するものとする。 

 

附 則 

１ この要綱は、平成元年６月２７日から施行し、平成元年度予算に係る補助金に適用す

る。 

２ 平成元年分の交付限度額に係る平成元年４月から６月までの月ごとの算定については、

改定後の別表中「５２２円」とあるのは「３００円」とする。 



 

 

３ この要綱は、次年度以降の各年度において、当該補助金に係る予算が成立した場合に、

当該補助金にも適用するものとする。 

４ 平成元年度予算に係る補助金の交付申請については、第５の規定にかかわらず、平成

元年６月３０日までとする。 

 

附 則 

この要綱は、平成２年７月１日から施行する。 

   

附 則 

１ この要綱は、平成４年１２月９日から施行し、平成４年度予算に係る補助金に適用す

る。 

２ 平成４年度予算に係る補助金の交付申請については、第５中「５月１日～５月１０日

まで」とあるのは「１０月１６日から１２月１５日まで」とし、備考中「毎年１０月１

日」とあるのは「１２月１日」とする。 

３ この要綱は、次年度以降の各年度において、当該補助金に係る予算が成立した場合に、

当該補助金にも適用するものとする。   

 

附 則 

１ この要綱は、平成９年４月１日から施行し、平成９年度予算に係る補助金に適用する。 

２ この要綱は、次年度以降の各年度において、当該補助金に係る予算が成立した場合に、

当該補助金にも適用するものとする。 

 

附 則 

１ この要綱は、平成１２年１０月１０日から施行し、平成１２年４月１日から適用する。 

２ この要綱は、次年度以降の各年度において、当該補助金に係る予算が成立した場合に、

当該補助金にも適用するものとする。 

３ 平成１２年度において、改正前の要綱に基づいて行われた補助金の交付の申請は、こ

の要綱に基づいて行われたものとみなす。 

 

附 則 

１ この要綱は、平成１４年４月１日から施行し、平成１４年度予算に係る補助金に適用

する。 

２ この要綱は、次年度以降の各年度において、当該補助金に係る予算が成立した場合に、

当該補助金にも適用するものとする。 

 

附 則 

１ この要綱は、平成１５年５月３０日から施行し、平成１５年度予算に係る補助金に適

用する。 

２ この要綱は、次年度以降の各年度において、当該補助金に係る予算が成立した場合に、

当該補助金にも適用するものとする。 

 

附 則 

この要綱は、平成１７年４月１日から施行する。 

 

附 則 

１ この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。 

２ この要綱は、次年度以降の各年度において、当該補助金に係る予算が成立した場合に、

当該補助金にも適用するものとする。 

 



 

 

附 則 

１ この要綱は、平成２１年３月２５日から施行する。 

２ この要綱は、次年度以降の各年度において、当該補助金に係る予算が成立した場合に、

当該補助金にも適用するものとする。 

 

附 則 

１ この要綱は、平成２３年３月３１日から施行する。 

２ この要綱は、次年度以降の各年度において、当該補助金に係る予算が成立した場合に、

当該補助金にも適用するものとする。 

 

附 則 

１ この要綱は、平成２４年２月６日から施行し、平成２４年度予算に係る補助金に適用

する。 

２ この要綱は、次年度以降の各年度において、当該補助金に係る予算が成立した場合に、

当該補助金にも適用するものとする。 

 

附 則 

１ この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

２ この要綱は、次年度以降の各年度において、当該補助金に係る予算が成立した場合に、

当該補助金にも適用するものとする。 

 

      附 則 

  （施行期日等） 

１ この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

２ この要綱は、次年度以降の各年度において、当該補助金に係る予算が成立した場合に、

当該補助金にも適用する。 

  （経過措置） 

３ 改正前の様式第２号に電力需要家の契約件数一覧を付してする交付の申請は、平成 

３１年度予算に係る補助金に限り、改正後の様式第２号によるものとみなす。 

 

附 則 

１ この要綱は、令和元年９月２日から施行し、改正後の別表１の規定は、令和元年度予

算に係る補助金に適用する。 

２ この要綱は、次年度以降の各年度において、当該補助金に係る予算が成立した場合に、

当該補助金にも適用する。 

 

  附 則 

１ この要綱は令和４年３月１６日から施行する。 

２ この要綱は、次年度以降の各年度において、当該補助金に係る予算が成立した場合に、

当該補助金にも適用するものとする。 

 

  附 則 

１ この要綱は令和７年３月１８日から施行する。 

２ この要綱は、次年度以降の各年度において、当該補助金に係る予算が成立した場合に、

当該補助金にも適用するものとする。 


